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国土計画における地域設定圏域別の人口分析
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Abstract Various Di抑制紅eset by the object of the policy on National Land Planning 
and Local Planning. It seems也at也.elong-r釦ge甘end明也pop叫ationis a necessary 
accordi碍 to也eseDistrict to evaluate the Cooperation andせlecommonness ofせleDis出ct
官邸 Studyis tries to grasp an Cooperation statistically according to也eNational Axis and 
Local Axis， which is proposed in recent y町 sas the 0剛氏tof the National Land Planning， 
by叩 alyzinga population and the situation of也eindustry. 
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1・1 はじめに
国土計画・地域計画においては、施策の目的によ
って、様々な圏域が設定されている。これらの圏域
別の人口の長期的動向は、圏域の一体性、共通性を
評価するために必要不可欠と考えられる。
本研究においては、対象圏域として、近年提案さ
れている、国土軸、地域軸を地域区分の一種と考え、
人口、産業の現状及び動向を分析することにより、
国土軸、地域軸別の一体性を統計的に把握しようと
するものである。
1・2 本研究の目的
国土計画・地域計画においては、地域特性の分析
・把握が計画の前提条件として重要な課題となる。
従来の研究においては、主として行政区域別または
既存の設定地方別に統計的分析が行われてきている
が、地域の設定単位を分析目的によって変化させる
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ことにより、共通性の高い地域の発見や、地域特性
をより鮮明に抽出することが可能となる。このため
本研究では全国総合開発計画等で提案されている国
土軸・地域軸に含まれる都道府県・市町村を、共通
の特性をもっ機能地域とみなし、国土軸・地域軸別
に自然的・社会的特性を比較・分析することによ
り、国土軸・地域軸の構造と、地域的均衡性につい
て分析することを目的とする。本研究では国土軸と
して太平洋新聞土軸・西日本国土軸・日本海国土軸
・北東国土軸について、人口と国土資源、との均衡を
人口重心により分析する。また次に国土軸別の就業
人口構成比による産業別特化係数の変化を比較し、
地域軸についても同様に特化係数と可住地面積当た
り工業出荷額等について地域比較および時系列比較
を行う。
2，分析方法
2・1 対象地域
①国土軸については、全国総合開発計画(五全総)
において提示された軸線上の都道府県。(図-1) 
②地域軸については、従来個別に提案されている
114 愛知工業大学研究報告，第34号Bう平成11年， Vol. 34-B， Mar. 1999 
地域軸を参考として、高速自動車国道の供用区間の
沿線市町村(通過市町村及びそれに隣接する市町村c
また、高速自動車国道等が現在整備されてし.¥る地域
は実線で表し、整備の予定がある地域、完成してい
ない地域は破線で表した。) (図-2) 
国一 1 国土軸
図-2 地域軸
2 回 2 対象データー
①自然的条件(土地、水、環境)
②社会的条件(生活水準、社会資本整備水準)
③経済的条件(工業出荷額、商業販売額、所得、
地価)
④文化的条件(大学学生数、図書館数、レクリエ
ーション施設数)
2.3 対象英語間
， 1970~1990年
2 . 4 分析手法
本研究では、国土資源と人口との均衡性を評価す
る目的で、①施設配置モデルによる輸送費最小点と
しての人口重心②地域の就業人口の特化係数③可住
地面積当たり工業出荷額より分析する。
①全国、国土軸別の人口重心(1970:1990) (式-
1)を算出し、それぞれの人口重心と自然的条件(自
然公園面積)、社会的条件(就業人口)、経済的条件
(県民所得)、文化的条件(大学学生数)、等各種の
指標による国土資源を比較する。
EρjXj L:品引
x==一一- y=一一二 . 0 ・ (式-1) 
Ltj ， J Lt . 
@国土軸の就業人口構造特性の変化を把握する指
標として、産業別就業人口の特化係数 Qij、特化係
数の変化率qリを算出するc (式-2) 
ムP. Q川
Qij= ~: r~ qij=一一XI00 0 • • (式-2) " pj' p 五 Qt
③地域軸についても国土軸と同様に分析するc ま
た、可住地面積当たりの工業出荷額を算出する。
3. 人口重心についての分析結果と考察
3 胆 1 分析結果
①国土軸別の各指標が、全国に対して占める比率
(%)(全国 100)を示す。(図-3) 
@全国・国土軸別の人口、自然公園面積、就業人
口、県民所得、大学学生数の重心 (19701990) を
算出したc 全国では、長崎~北海道を0~100 として、
太平洋新国土軸では長崎~静岡を0-100として、西
日本国土軸では長崎~茨城を0-100として、日本海
国土軸では長崎~北海道を0-100として、北東国土
軸では長野~北海道を0':""100として算出した。
(図-4)
また、全国自国土軸別均衡性を比較するため、人
口重心と、自然公園面積、就業人口、県民所得、大
学学生数の重心との差をとり、重心問の距離1m(式
-3)を算出する c (図 5， 6， 7， 8， 9) 
ん=IxT -xul・..・・ (式-3) 
次に、全国・国土軸JjIJ均衡の経年変化を分析する
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面積の 1mが高く、最もずれが目立つのが日本海国
土軸である。しかし、自然公園面積以外の就業人口、
県民所得、大学学生数で見るとどの軸も h が低く
均衡していると言える。
全国・国土軸別均衡の経年変化について比較する
と大学学生数が北東国土軸以外は均衡しているが、
自然公園面積、就業人口、県民所得、大学学生数は
均衡していない。国土軸別で比較すると、西日本国
土軸が最も均衡しており太平洋新国主軸、日本海国
土軸、北東国土軸が均衡していないことが分かる。
E 
e: 1990年G: 1970年全国
ため、 hについて1970年と1990年を比較する。
(図 10) 
①西日本国土軸について、人口が67.1%から66.1 
%に、県民所得が72.6%から70.6%に、就業人口が
67.5%から65.5%に低下の傾向が見られるc 日本海
国土軸について、人口が27.0%から28.2%に、県民
所得が23目 3%から羽田 1%に、就業人口が26.3%から
28.3%に増加の傾向が見られる。全体から見ると西
日本国土軸が減少傾向、他の国土軸が増加傾向にあ
ることが言える。
3・2 考察
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②全国・国土軸別均衡性については、全国で見る
と h の値が低く、比較的均衡していると言える。
全国・国土軸別で比較すると、どの執も自然公園
図-3
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図-10
国土軸別人口重心と指標別重心の経年変化の差
(1970: 1990) 
4 特化係数の変化率、可住地面積当たりの工業出
荷額についての分析結果と考察
4 ・1 分析結果
①国土軸別産業別就業人口の占める比率を示す。
(図 11) 
②国土軸について特化係数の変化率 (1970:1990) 
を比較した。(図 1 2) 
③地域軸について特化係数の変化率(19701990)
を比較した(図-1 3) 
④地域軸について可住地面積当たりの工業出荷額
(億円及 川) (1970:1990)を比較した。(図 1 4) 
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図-14
地域軸別・可住地面積当たりの工業出荷額
4 胃 2 考察
①全ての国土軸について、一次産業就業人口は低
下し、三次産業就業人口は増加している。二次産業
就業人口については、北東国土軸、日本海国土軸が
増加し、西日本国土軸、太平洋新国土軸が低下して
いる。
②国土軸について、北東国土軸の特化係数の変化
率 (1970:1990)が他の国土軸の変化に比較して増
大し、西日本国土軸では減少している。このことは、
北東国土軸の産業が拡大し、西日本国土軸の産業が
相対的に縮小していることを示すものと考えられ
る。
③地域軸については、特化係数の変化率 (1970:1
990)が、A、H、I、Jで一次産業の特化が進み、B、C、D
で二次産業の特化が進んでいることを示している。
④可住地面積当たりの工業出荷額では、 F、Gの
値が他の地域軸に比べて極めて高く A、B、C、D
が低い状況である。このことは、今後の開発の可能
性等について地域軸別に検討する必要があることを
示していると考えられる。
互ι 主主盈
本研究の結果から次のことが言える。
①国土軸別の国土資源と人口の均衡性について
は、西日本国土軸の人口、県民所得、就業人口が減
少し、他の国土軸に増加傾向が見られることから、
国土利用の均衡化が進んでいることが知られた。
②西日本国土軸の均衡が高く、また太平洋新国土
軸、北東国土軸の均衡が低いことが知られた。
③西日本国土軸の特化係数の変化率が著しく低い
ことが知られた。
④各地域軸における特化係数の変化が大きいこと
が知られた。
以上、国土軸・地域軸の特性を比較・分析するこ
とにより、国土軸・地域軸の構造と均衡性を把握す
ることが出来た。今後の課題としては、交通軸の整
備に関する個別的具体的な比較や、他の指標も含め
たより長期間を対象とする分析を行うことが必要と
考えられるc
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